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市立幼稚園の現状と課題1
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特別な教育的支援が必要な園児の受入状況（市立幼稚園）

特別な支援を要する園児を多く受け入れているほか、外国籍の園児の受け入れニーズに
も対応している。

（令和３年（2021年）４月１日現在）

（１）現状と課題

園 名 定 員
全園児数

①
（A+B+C）

特別
支援
A

外国籍
B

特支・
外国籍
除くC

特別支援
割合
A/①

特支・外国籍
割合

（A+B)/①

碩 台 90 29 3 6 20 10.3% 31.0%

一 新 176 48 5 0 43 10.4% 10.4%

向 山 125 40 10 0 30 25.0% 25.0%

川 尻 90 35 6 0 29 17.1% 17.1%

楠 125 30 5 0 25 16.7% 16.7%

隈 庄 180 93 9 0 84 9.7% 9.7%

合 計 786 275 38 6 231 13.8% 16.0%

※特別支援Ａ…個別計画を策定している園児
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特別支援学級在籍者（小学校）の推移

知的 自閉症・情緒 肢体 病弱 弱視 難聴

小学校における特別支援学級在籍者の推移

小学校 知的学級 自閉・情緒学級

区名 校数（校） 人数（人） 校数（校） 人数（人）

中央区 19 125 18 132

東区 17 164 17 185

西区 10 77 12 52

南区 20 132 17 134

北区 20 149 21 162

総計 86 647 85 665

※設置園の２園は、出水幼稚園及び帯山幼稚園（いずれも私立）

幼稚園 知的学級 自閉・情緒学級

区名 園数（園） 人数（園） 園数（園） 人数（人）

中央区 0 0 2 17

東区 0 0 0 0

西区 0 0 0 0

南区 0 0 0 0

北区 0 0 0 0

総計 0 0 2 17

■小学校における特別支援学級のニーズは、年々高まる一

方で、幼児教育における専門機関はほとんどない。

（つづき）現状と課題
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通級による指導を受けている児童数の推移

言語 情緒 LD・ADHD 難聴

小学校における通級による指導を受けている児童数の推移

小学校 言語通級 情緒通級

区名 校数（校） 人数（人） 校数（校） 人数（人）

中央区 3 86 4 88

東区 2 66 4 74

西区 0 0 0 0

南区 1 26 1 18

北区 2 27 1 12

総計 8 205 10 192
※情緒通級 中央区及び南区の人数には、西区在籍児童の11人を含む
※言語通級 中央区及び南区の人数には、西区在籍児童19人を含む

幼稚園 言語通級 情緒通級

区名 園数（園） 人数（人） 園数（園） 人数（人）

中央区 2 120 0 0

東区 0 0 0 0

西区 0 0 0 0

南区 0 0 1 24

北区 0 0 0 0

総計 2 120 1 24

■小学校における通級指導のニーズは、情緒障害の伸びが

顕著。幼児教育機関が実施する通級指導は、設置場所に偏

りがある。

※言語通級 中央区 向山幼稚園ことばの教室（定員36）
碩台幼稚園ことばの教室（定員84）

※情緒通級 南区 川尻幼稚園あゆみの教室（定員24）

（つづき）現状と課題
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（つづき）現状と課題
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建設年度 構 造 経過年数 大規模改造
長寿命化計画に基づく
今後の改築予定

碩台 1973年 鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ造 48年 平成25年度

一新
1971年
1980年

鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ造
50年
41年

平成13年度
（一新小学校は今後
10年以内に改築）

向山
1966年
1983年

鉄骨造
鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ造

55年
38年

－ 今後10年以内に改築

川尻 1979年 鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ造 42年 平成10年度 今後10年以内に改良

楠
1973年
1977年

鉄骨造
48年
44年

－

隈庄 1986年 鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ造 35年 －

市立幼稚園の園舎は、昭和４０年代～５０年代（1966年～1986年頃）に建築され、ほと
んどが建築後４０年～５０年近く経過している。長寿命化計画では、向山幼稚園を直近10
年以内に改築（建替）予定。その他の施設も老朽化が進んでいる。

園舎の老朽化
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（２）今後の方向性（案）

市立幼稚園のさらなる特別支援教育の充実を図り、特別な教育的支援が
必要な子どもを受け入れる

特支

幼小連携の効果的実践及び先駆的研究とその成果を広く発信する
幼小

１ 市立幼稚園における特別支援教育の充実

２ 幼小連携の推進

公私や幼児教育施設の種別に関わらず、よりよい教育環境を提供する
ために幼稚園教諭等の資質向上を図る

資質
向上

３ 幼稚園教諭等の資質向上
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国の動き2
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（１）国の主な制度の変遷

平成27年（2015年）以降、幼児教育に関する国の制度等が変遷している。主なものは、以下のとおり

施行 項目 内容

2015･4
子ども・子育て支援新制
度

質の高い幼児期の教育・保育の総合的な提供、保育の量的拡
大・確保

2018･4

幼稚園教育要領、保育所
保育指針、幼改訂（定）、
保連携型認定こども園教
育・保育要領

幼稚園・保育所・認定こども園の３施設で、「幼児教育におい
て育みたい資質・能力」、「５領域」、「幼児期の終わりまで
に育ってほしい姿」の共通化、社会に開かれた教育課程を重視

2018･6 第３期教育振興基本計画 「幼児期における教育の質の向上」が示される。

2019･10 幼児教育の無償化
幼稚園、保育所、認定こども園等を利用する３歳から５歳の全
ての子どもたちの利用料を無償化

2021.1 中央教育審議会答申
「『令和の日本型学校教育』の構築を目指して～全ての子供た
ちの可能性を引き出す、個別最適な学びと、協働的な学びの実
現～」（令和３年１月２６日中央教育審議会答申）が示された。
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（２）中央教育審議会答申 令和３（2021年）年１月２６日
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（３）子ども子育て支援新制度の概要
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（４）施設型給付費等を受ける子どもの認定区分

認定区分 給付の内容
利用定員を設定し、給
付を受けることとなる
施設・事業

１号認定
満３歳以上の小学校就学前の子どもであって、
２号認定以外のもの（第１９条第１項第１
号）

教育標準時間
幼稚園
認定こども園

２号認定

満３歳以上の小学校就学前の子どもであって、
保護者の労働又は疾病その他の内閣府令で定
める事由により家庭において必要な保育を受
けることが困難であるもの（第１９条第１項
第２号）

保育短時間
保育標準時間

保育所
認定こども園

３号認定

満３歳未満の小学校就学前の子どもであって、
保護者の労働又は疾病その他内閣府令で定め
る事由により家庭において必要な保育を受け
ることが困難であるもの（第１９条第１項第
３号）

保育短時間
保育標準時間

保育所
認定こども園
小規模保育等

子ども・子育て支援法では、教育・保育を利用する子どもについて、３つの認定区分が設けられ、これ
に従って施設型給付等が行われる（施設・事業者が代理受領）
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本市の状況3



（１）熊本市第７次総合計画（平成28年度（2016年度）～令和4年度（2022年度））

第３章 生涯を通して健やかで、いきいきと暮らせる保健福祉の充実

今日の社会では、ストレスなど心身の健康を阻害する要因が多様化している一方で、感染症などへの市民不安も高まって

います。また、少子高齢化が一層進展する中、住み慣れた地域で暮らすための様々な保健・医療・福祉サービスが求められ

ています。さらに、地域のつながりの希薄化、家庭環境の多様化、就労状況の変化などにより、出産や子育てに対して不安

や負担感を持つ人が増加しています。

このような中、人生１００年時代を見据えて、全てのライフステージにおいて、市民の健康づくりの意識を高めていくこ

とが重要であり、また、新型インフルエンザなどの新興感染症などに対処するための健康危機管理体制を充実させ、適切な

医療サービス体制を確保することが必要です。さらに、高齢者、障がいのある人など、全ての人を地域全体で支援する体制

を構築するとともに、子どもが健やかに育ち、安心して生み育てられる環境をつくり、「結婚・妊娠・出産・子育て」の切

れ目のない支援が必要となっています。

そこで、子どもから高齢者までだれもが、生涯を通じて健やかに生きがいを持って暮らせるよう、社会保障制度の適正な

運営はもとより、市民一人ひとりの状況や特性に応じたきめ細かな保健・医療・福祉サービスを一体的に提供します。さら

に、地域における主体的な健康づくりや福祉活動の推進など、自主自立のまちづくりの理念のもと、だれもが役割を持ち、

地域をともに創っていく「地域共生社会」の実現を目指します。

また、未来を担う子どもたちを安心して産み育てていけるよう、保育サービスの充実など多様なニーズに応じた子育て支

援に取り組みます。

第5節 安心して子どもを産み育てられる環境づくり

2 援助を必要とする子どもや子育て家庭への支援

（7） 社会的な支援の必要性が高い子どもや家庭への支援

ウ 障がい又は障がいの疑いのある子どもに関する相談、診察、検査、初期の療育な
どの支援を行います。 16



（つづき）熊本市第７次総合計画（平成28年度（2016年度）～令和4年度（2022年度））
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第４章 豊かな人間性と未来へ飛躍できる力を育む教育の振興

少子高齢化に加え、グローバル化や情報化の進展など社会は著しく変化しており、子どもたちを取り巻く環境も、いじめ

の社会問題化や不登校の増加、インターネットを通したトラブルなど、多くの課題を抱えています。

これからの予測困難な時代の中で、子どもたちの健やかな成長は、私たち大人に課せられた重要な使命です。社会の著し

い変化に柔軟に対応できる必要な知識・技能の習得はもとより、思考力、判断力、表現力を伸ばすなど、主体的に社会の課

題を解決する力を含め、自分の人生を描き、どう切り拓いていくかという、生き抜く力の育成が一層重要となります。

そこで、学校をはじめとする様々な教育機会を通じて、子どもたち一人ひとりの可能性をさらに広げ、それぞれの夢の実

現につながるよう、教育環境を整えます。

また、子どもから大人まで、全ての市民が生涯を通じて生きがいを持ちながら豊かな人生を送れるよう、スポーツや文化

活動を気軽に楽しむ機会や新たな知識や技術などを身に付けることができる多様な学習機会の充実に取り組みます。

加えて、熊本城をはじめとする史跡、天然記念物など、本市の貴重な文化財の適切な保存・調査研究・整備・活用に取り

組むとともに、歴史や自然の学習などに活用します。

第１節 地域に開かれた魅力的な学校づくり

１ 主体的に考え行動する力を育む教育の推進

(1) 自ら学びに向かう力を育む教育の推進

ウ それぞれの中学校区に応じた小中一貫教育や幼小中の連携を推進することにより、

学力向上と児童生徒指導の充実を図ります。



（つづき）熊本市教育振興基本計画（令和２～５年度（2020～2023年度））[熊本市教育大綱］

18

（１） 主体的に考え行動する力を育む教育の推進

〇取組方針

子どもたちを取り巻く環境が大きく変化している中で、学びに向かう力を持ち、豊かな人間性、健やかな体を備えた、

主体的に考え行動できる人づくりを目指し、以下の取組を推進します。

○事業概要

①自ら学びに向かう力を育む教育の推進

学校教育全体を通じて子どもの意欲・関心を高めるとともに、主体的に社会の課題を解決することのできる人づくりを

推進します。

また、ＩＣＴを活用し、児童生徒一人ひとりの学習状況に応じた支援を行うとともに、自然災害や感染症のまん延等によ

り学校運営が継続できない場合においては、オンライン授業等により、学校以外の場でも学びを継続し、学力を保障するた

めの取組を行います。

さらに、探究型の学びを充実させるとともに、小中一貫教育や幼小中の連携等を推進することにより、学力向上と児童生

徒指導の充実を図ります。教職員については、校内研修や派遣研修などを実施するとともに、「教員などの資質向上に関す

る指標」を活用した教職員の育成を強化し、教職員の指導力の向上を図ります。



（つづき）熊本市教育振興基本計画（令和２～５年度（2020～2023年度））[熊本市教育大綱］
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（２）子ども一人ひとりを大切にする教育の推進

〇取組方針

児童生徒一人ひとりの個性や教育的ニーズを把握するとともに、個々に応じた指導の充実に取り組みます。

また、子どもの人権を尊重し、教員が子どもと向き合いながら、いじめや不登校の未然防止に努め、早期発見・早期対応

を図るとともに、不登校や特別な支援を必要とする子ども一人ひとりの将来の自立と社会参加に向けた学びの充実を図るた

め、以下の取組を推進します。

〇事業概要

③特別支援教育の推進

共生社会の実現に向け、特別な教育的支援を要する子どもたちに対し適切な支援を行うために、障がいのある者と障がい

のない者が相互に理解を深め学び合うためのインクルーシブ教育システムの構築に取り組み、教職員の専門性の向上や個別

の指導計画の作成・活用などを通して、支援体制の充実を図ります。また、特別支援教育を総合的に推進するため、特別支

援学校の拠点的機能を充実させます。



（つづき）熊本市教育振興基本計画（令和２～５年度（2020～2023年度））[熊本市教育大綱］
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（４）学校教育と福祉の連携の推進

〇取組方針

子どもたちが持てる力を高めながら、将来にわたって心身ともに豊かな生活が送れるよう、それぞれの教育的ニーズに

応じた場で適切な指導や支援を行うとともに、要保護児童などの社会的課題を抱える家庭に迅速かつ的確に対応できるよう、

以下の取組を推進します。

〇事業概要

①障がいへの理解の促進

障がいのある子どもたちに対する偏見や差別をなくし、学校はもとより、社会全体で、正しい知識の普及･啓発に取り組

みます。



（つづき）熊本市教育振興基本計画 体系図
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施 策 の 基 本 方 針

（１）主体的に考え行動する力を育む教育の推進 （５）多彩な学習機会の提供と創造
①自ら学びに向かう力を育む教育の推進 ①学びの機会の提供と創造
②豊かな心と健やかな体を育む教育の推進 ②生涯学習関連施設の機能充実
③持続可能な社会の実現に貢献する力を育む教育の推進 ③青少年の健全育成

（２）子ども一人ひとりを大切にする教育の推進 （６）豊かな市民生活を楽しむための文化の振興
①個別最適化された学びの推進 ①文化活動の推進
②多様な教育的ニーズに対応した支援の充実 ②歴史的文化遺産の調査研究、保存整備と活用
③特別支援教育の推進 （７）生涯を通して健康に過ごすためのスポーツの振興
④体罰・暴言等の根絶 ①スポーツ機会の充実

（３）最適な教育環境の整備 ②競技力の向上
①地域社会と連携した教育環境の整備 ③スポーツ施設の設備・機能充実
②働き方改革の推進
③安全・安心な学校づくりの推進

（４）学校教育と福祉の連携の推進
①障がいへの理解の促進
②ライフステージに応じた継続的な支援の充実
③児童虐待への対応強化
④家庭環境に左右されない学習機会の充実

重 点 的 取 組

（１）いのちを大切にする心の教育の充実といじめや不登校への細やかな対応 （３）教員が子どもと向き合うための体制の整備
（２）確かな学力の向上と社会の変化に対応した教育の推進 （４）学習に集中できる教育環境づくりと安全対策の推進

熊本市教育振興基本計画（令和２～令和５年度） [熊本市教育大綱]

基 本 理 念

豊かな人生とよりよい社会を創造するために、自ら考え主体的に行動できる人を育む

熊本市教育振興基本計画体系図
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第２次熊本市特別支援教育推進計画は、「熊本市第７次総合計画」及び「熊本市教育振興基本計画（熊
本市教育大綱）」の分野別施策として位置づける。また、「熊本市障がい者生活プラン」「熊本市子ども
輝き未来プラン」と整合させるとともに、施策の具体化にあたっては、連携連動を図る。
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１ 基本目標

一人ひとりの育ちを支える特別支援教育の充実

特別な支援を必要とする子ども一人ひとりの自立や社会参加に向け、適切な指導及び必要
な支援の充実を図ることで、すべての人々がいきいきと活躍できる共生社会の実現をめざす。

方針１ 切れ目ない一貫した支援体制の構築
方針２ 教職員の専門性の向上
方針３ 連続性のある「多様な学びの場」の充実
方針４ 共生社会の実現に向けた教育の推進

２ 基本方針

本計画の基本目標を達成するために、本市の特別支援教育の柱として次の４つの方針を掲げる。
第２次計画における具体的な取組はこれらの方針に沿って展開していく。

第２次計画の基本目標と方針



（つづき）第２次熊本市特別支援教育推進計画（Ｒ３～Ｒ６（2021～2024））
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第２次熊本市特別支援教育推進計画の概要



（４）本市の３～５歳人口の推移

本市の総人口は、平成27年（2015年）の740,822人をピークに、熊本地震のあった平成28年（2016
年）に1,216人減少し、その後は平成30年（2018年）まで739,000人台で推移している。

就学前児童数（３歳～５歳）は年々減少し、昭和52年度（1977年度）は、25,000人を超えていたが、
平成19年度（2007年度）には、20,000人を割り込み、19,514人となった。しかし、平成22年（2010）
年３月に城南・植木町と合併したことにより、平成23年度（2011年）は、20,547人まで増加し、合併後
は、平成25年度（2013年度）の21,180人をピークに減少が続いている。
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本市の３～５歳児人口の推移
（４月１日現在）



（５）市内の幼稚園・保育所・認定こども園数の推移

幼稚園、保育所、認定こども園等の幼児教育施設２１９園のうち、市立幼稚園６園、市立保育所１９園、
その他施設が１９４施設であり、約１割を市立幼稚園及び市立保育園が担っている。
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（４月１日現在）

本市の幼稚園・保育所・認定こども園数の推移



（６）市内の幼稚園・保育所・認定こども園等の園児数の推移（3～5歳児）

市立・私立含めた幼稚園の園児数が減少傾向にある一方で、比較的長時間の教育保育を行う保育所や認
定こども園に通う園児が増加傾向であり、本市における幼児教育の約１％を市立幼稚園が担っている。
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本市の幼稚園・保育所・認定こども園等の園児数の推移（３～５歳児）

（５月１日現在）
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（７）市立幼稚園の園児数の推移

市立幼稚園の園児数については、昭和５３年度（1978年）の1,462人をピークに年々減少を続け、平成
２３年度（2011年度）は城南町との合併により新たに加わった隈庄幼稚園を含めて692人となり、令和2
年度（2020年度）は265人となっている。
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（８）市立幼稚園における園児数と充足率の推移

近年は全ての園において定員割れが生じている状況であり、隈庄幼稚園以外は、充足率50％を大きく下回
る年が続いている状況である。

定 員 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3(4/1)

園 児 数 79 79 80 77 64 53 59 42 38 22 20 29

充 足 率 49.4% 49.4% 50.0% 48.1% 71.1% 58.9% 65.6% 46.7% 42.2% 24.4% 22.2% 32.2%

園 児 数 114 100 89 84 80 83 81 76 63 41 40 48

充 足 率 64.8% 56.8% 50.6% 47.7% 45.5% 47.2% 46.0% 43.2% 35.8% 23.3% 22.7% 27.3%

園 児 数 81 84 82 76 80 73 66 65 54 45 34 40

充 足 率 64.8% 67.2% 65.6% 60.8% 64.0% 58.4% 52.8% 52.0% 43.2% 36.0% 27.2% 32.0%

園 児 数 50 54 52 53 43 40 26 22

充 足 率 31.3% 33.8% 32.5% 33.1% 26.9% 25.0% 16.3% 13.8%

園 児 数 77 82 73 80 78 69 57 58 45 42 36 35

充 足 率 48.1% 51.3% 45.6% 50.0% 48.8% 43.1% 35.6% 36.3% 28.1% 46.7% 40.0% 38.9%

園 児 数 96 94 93 96 85 64 59 51 45 41 44 30

充 足 率 76.8% 75.2% 74.4% 76.8% 68.0% 51.2% 47.2% 40.8% 36.0% 32.8% 35.2% 24.0%

園 児 数 48 38 43 48 45 49 33 21

充 足 率 38.4% 30.4% 34.4% 38.4% 36.0% 39.2% 26.4% 16.8%

園 児 数 146 161 160 141 131 130 135 126 108 91 91 93

充 足 率 81.1% 89.4% 88.9% 78.3% 72.8% 72.2% 75.0% 70.0% 60.0% 50.6% 50.6% 51.7%

園 児 数 691 692 672 655 606 561 516 461 353 282 265 275

定 員 1,211 1,211 1,211 1,211 1,141 1,141 1,141 1,141 856 786 786 786

充 足 率 57.1% 57.1% 55.5% 54.1% 53.1% 49.2% 45.2% 40.4% 41.2% 35.9% 33.7% 35.0%

充足率50％未満
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（５月１日現在）
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（９）本市における幼稚園運営費（Ｒ１年度決算）

市立幼稚園６園の１年間の運営に要する経費総額は約4.2億円である。歳出をみると、その約8割が人件
費で、残り約２割が燃料光熱水費等の管理経費である。

また、令和元年（2019年）１０月の保育料の無償化により、令和２年（2020年）以降ほぼ全額が一般
財源（公費投入）である。

保育料, 約0.17億円

一般財源等, 約4.03億円

平成３１（令和元年）決算【歳入】

正規職員人件費, 

約2.77億円

臨時講師等人件費, 

約0.57億円

管理運営経費

約0.86億円

平成３１（令和元年）決算【歳出】

※歳出の管理運営経費には、ブロック塀対応経費 約0.1億円を含む
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（10）ことばの教室の概要【碩台幼稚園、向山幼稚園】

構音や吃音など、ことばの課題の改善を図ることで心と体の望ましい成長と発達を促すことを目的に、
熊本市在住の年長児を対象として通級指導を行っている。

平成30年（2018年）３月、熊本五福幼稚園は民間移譲となり、ことばの教室については引き続き同敷
地内にて「向山幼稚園五福ことばの教室」として市の直営で実施している。

〇設置園 碩台幼稚園、向山幼稚園
〇対 象 構音や吃音など、ことばの発達に課題のある５歳児
〇定 員 120人（五福84人 碩台36人）
〇指導形態 実態に応じて個別指導・少人数指導（指導時間は80～90分）
〇指導者 10人（五福7人・碩台3人）

（11）あゆみの教室の概要【川尻幼稚園】

令和元年（2019年）4月に川尻幼稚園にあゆみの教室を開級し、学校教育を見据えた指導を行うととも
に、円滑な移行を促すことを目的に、集団参加や人とのかかわりなどに不安のある熊本市在住の年長児を
対象として通級指導を行っている。

〇設置園 川尻幼稚園（平成31年４月開級）
〇対 象 行動及び情緒等に課題のある5歳児
〇定 員 24人
〇指導形態 実態に応じて個別指導・少人数指導（指導時間は80～90分）
〇指導者 3人
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（12）「ことばの教室」「あゆみの教室」通級希望者及び通級者の推移

特に、「ことばの教室」については、年によって希望者数に増減があるものの、毎年定員を上回る希望
があっている。
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（13）本市における教育（１号）の量の見込み

2019 １号 ２号 ３号

純ニーズ量① 7,461 12,153 9,965

確保の状況② 10,024 12,091 9,708

過不足②－① 2,563 ▲62 ▲257

2024見込み １号
２号

３号
（教育希望） （左記以外）

純ニーズ量① 6,949 3,733 8,349 10,597

確保の状況② 7,933 1,839 12,403 10,001

過不足②－① 987 2,160 ▲596

「熊本市子ども子育て支援事業計画第２期」（令和２年（2020年）３月）によると、本市全体の確保の
方策としては、1号については、供給が需要を上回り、今後についても充足が見込まれるため、特段の対
応を要しない。また、認定区分間の過不足数対応としての2・3号定員割り振り等を各事業者に継続的に働
きかけていくこととしている。

１号・・・３～５歳 幼児教育のみ ２号・・・３～５歳 保育の必要性あり ３号・・・０～２歳 保育の必要性あり

（熊本市子ども・子育て支援事業計画（第二期）（熊本市子ども輝き未来プラン2020別冊）令和2年3月策定より
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（14）市立幼稚園の所在圏域における教育（１号）の量の見込み

（１）教育・保育の認定区分について
１号・・・３～５歳 幼児教育のみ
２号・・・３～５歳 保育の必要性あり
３号・・・０～２歳 保育の必要性あり

中央Ａ（校区：壺川、城東、

慶徳、一新、五福、向山、本荘、

春竹、碩台、黒髪）

南（校区：富合、御幸、田迎、

田迎南、日吉、日吉東、力合、

城南、川尻、飽田東、飽田南、

飽田西、中緑、銭塘、奥古閑、

川口、杉上、隈庄、豊田）

北（校区：城北、麻生田、楠、

楡木、龍田、武蔵、弓削）

圏域にある
市立幼稚園

一新幼稚園
向山幼稚園
碩台幼稚園

川尻幼稚園
隈庄幼稚園

楠幼稚園

年度（見込み） 2019年度 2024年度 2019年度 2024年度 2019年度 2024年度

純ニーズ量① 921 857 1,037 965 825 768

確保の状況② 1,557 1,238 1,438 1,189 1,023 864

過不足②－① 636 381 401 224 198 96

市立幼稚園の所在圏域である、中央Ａ、南、北Ｂについても、すべて供給が需要を上回り、今後について
も充足が見込まれるため、特段の対応を要しないとしている。

＜保育の必要性＞
①就労、②妊娠・出産、③保護者の疾病、傷がい、④同居親族等の介護・看護、
⑤災害復旧、⑥求職活動等

（熊本市子ども・子育て支援事業計画（第二期）（熊本市子ども輝き未来プラン2020別冊）令和2年3月策定より



（15）市立幼稚園の半径２kmにある私立幼稚園等

市立幼稚園近隣の（半径２ｋｍ以内（徒歩30分以内））の私立幼稚園及び認定こども園の園数及び定員数。
隈庄幼稚園の近隣においては、私立幼稚園及び認定こども園はなく、隈庄幼稚園のみである。

Ｒ2.5.1現在

園数（園） 定員（※）

碩台 碩台幼稚園 90 20 9 1,025

一新 一新幼稚園 176 40 9 1,025

向山 向山幼稚園 125 34 9 944

川尻 川尻幼稚園 90 36 7 314

楠 楠幼稚園 125 44 6 618

隈庄 隈庄幼稚園 180 91 0 0

786 265 40 3,926

※受入可能人数は、近隣園において、定員から在園児数を引いた人数の合計

※認定こども園の受入可能人数は、１号認定（子どもが満３歳以上で、幼児教育を希望される場合の標準時間認定）の受入可能人数

現園児数（人）

A
幼稚園名

半径2kmにある私立幼稚園及び認定こども園

校区名 定員
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（16）保護者アンケート【概要】

短期特別な教育的支援が必要な子どもの保護者ニーズを把握し、更なる特別支援教育等の充実
を図る

市立幼稚園における特別支援教育の充実に向けた「保護者アンケート」の実施

【アンケート依頼先】

【実施期間】
令和２年（2020年）８月３１日～９月１４日

【アンケート概要】

・就学前に在籍した幼児教育施設

・入園を検討する際に重視したもの

・利用した特別支援に関する相談機関や施設

・市立幼稚園が就学前の特別支援教育の充実を

図っていくために求めること 等

対象 対象者数 回答数 回答率

通級指導を利用する児童、特別支援学級、特別
支援学校に在籍する児童の保護者

2,189人 545人 24.9％

ことばの教室、あゆみの教室、児童発達支援
ルームを利用する園児、特別支援学級に在籍す
る園児の保護者

306人 76人 24.9％

全 体 2,495人 621人 24.9％



（つづき）保護者アンケート【集計】

④14時以降の保育や預かり、給食、送迎のうち、最も必要なもの

①入園を検討する際に重視したもの

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

教育（保育）内容がよい

支援を要する子への手厚い職員配置

相談体制が充実

進学する小学校と連携

自宅や職場から近い

小学生の保護者n=545 就学前の子の保護者n=76

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

14時以降の預かり

給食

送迎

必要なものはない

小学生の保護者n=545 就学前の子の保護者n=76

②特別支援教育の充実を図るために市立幼稚園に求めること

0% 10% 20% 30% 40% 50%

園内通級の設置（拡充含む）

通常学級の職員の充実による受入増

特別支援学級の設置

特別支援学校幼稚部の設置

特にない

小学生の保護者n=545 就学前の子の保護者n=76

③特別支援教育の充実を図るために市に取り組んでほしいこと

0% 10% 20% 30% 40% 50%

職員の専門性向上

教育相談体制の充実

保護者への情報提供

特にない

小学生の保護者n=545 就学前の子の保護者n=76 37



【特別支援教育の充実への対応】（保護者アンケートからみられるニーズ）

・通級指導教室の拡充とともに、特別支援学級の設置。

・通級指導教室については、別の園への送迎は保護者の負担が大きいため、同じ園内への指導教室（園内通級教室）の設置

を望む声も多い。

→特別な支援が必要な子どもと必要でない子どもを完全に分離するのでなく、通常学級で過ごしつつも、一定の場面に

おいて子どもの発達に応じた個別の対応が必要。

・職員体制の充実や専門性の向上。

・できるだけ早期に適切な支援につなげることが重要。

・１４時以降の預かり保育。

（つづき）保護者アンケート【ニーズ】

学びの場の種類と対象障害種 ※文部科学省ホームページより 現在の小学校における状況やアンケート結果を踏まえた方向性

通級による指導

通常の学級に在籍、通常の学級での学習に
おおむね参加でき、一部特別な指導を必要
とする児童生徒に対して、障害に応じた特
別の指導を行う指導形態

【現状】
①ことばに課題のある５歳児【2園】
②比較的軽度な知的や発達に遅れのある５歳児【1園】
※多くが園外児

【方向性】
（幼稚園）

①ことばに課題のある３～５歳児【拠点2→5園】
②比較的軽度な知的や発達に遅れのある３～５歳児【拠点1→5園】

（小学校）
③ことばに課題のある3～５歳児（ことばの教室）【拠点0→2小学校】

特別支援学級
障害のある児童生徒に対し、障害による
学習上又は生活上の困難を克服するため
に設置される学級

【現 状】 設置なし

【方向性】知的や発達に遅れのある３～５歳児【新設】

特別支援学校
（幼稚部）

障害のある幼児に対して、幼稚園に準ず
る教育を施すとともに、障害による学習
上又は生活上の困難を克服し、自立を図
るために必要な知識技能を授けることを
目的とする学校

・設置しない

軽

重
38



（つづき）保護者アンケート【設問毎】

①お子さんの学年（R2.4.1時点） ②お子さんの在籍する学級（R2.4.1時点）

■小学校 ［この統計における単位は全て、人数（人）、構成比（％）］

人数 構成比

ア　小学校１年 93 17.1%

イ　小学校２年 101 18.5%

ウ　小学校３年 97 17.8%

エ　小学校４年 88 16.1%

オ　小学校５年 93 17.1%

カ　小学校６年 73 13.4%

総計 545 100.0%

■就学前

人数 構成比

ア　年少 11 14.5%

イ　年中 3 3.9%

ウ　年長 62 81.6%

総計 76 100.0%

17.1%

18.5%

17.8%

16.1%

17.1%

13.4%

0% 5% 10% 15% 20% 25%

ア 小学校１年

イ 小学校２年

ウ 小学校３年

エ 小学校４年

オ 小学校５年

カ 小学校６年

14.5%

3.9%

81.6%

0% 20% 40% 60% 80%

ア 年少

イ 年中

ウ 年長

■小学校

小学校 人数 構成比

ア　通常学級在籍で

通級利用
158 29.0%

イ　特別支援学級 355 65.1%

ウ　特別支援学校 32 5.9%

総計 545 100.0%

■就学前

就学前 人数 構成比

ア　ことばの教室 39 51.3%

イ　あゆみの教室 14 18.4%

ウ　児童発達支援事

業
13 17.1%

エ　特別支援学級 10 13.2%

総計 76 100.0%

29.0%

65.1%

5.9%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

ア 通常学級在籍で通級利用

イ 特別支援学級

ウ 特別支援学校

51.3%

18.4%

17.1%

13.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

ア ことばの教室

イ あゆみの教室

ウ 児童発達支援事業

エ 特別支援学級

③就学前に在籍していた幼児教育施設（幼稚園や保育園等）

6.1%

24.2%

19.1%

13.8%

29.2%

3.1%

0.4%

4.2%

0% 10% 20% 30% 40%

ア 市立幼稚園

イ 私立幼稚園

ウ 市立保育園

エ 私立保育園

オ 認定こども園

カ 認可外保育施設等

キ 在籍していない

ク その他

■小学校

7.9%

22.4%

14.5%

5.3%

40.8%

2.6%

5.3%

1.3%

0% 10% 20% 30% 40%

ア 市立幼稚園

イ 私立幼稚園

ウ 市立保育園

エ 私立保育園

オ 認定こども園

カ 認可外保育施設等

キ 在籍していない

ク その他

■就学前

39

小学校 就学前

17 3.1% 2 2.6%

2 0.4% 4 5.3%

75 13.8% 4 5.3%

23 4.2% 1 1.3%

545 100.0% 76 100.0%総計

ク　その他

40.8%

132 24.2% 17 22.4%

104 19.1% 11 14.5%

キ　どこにも在籍していない

カ　認可外保育施設等

オ　認定こども園

人数 構成比 人数 構成比

33 6.1% 6 7.9%

エ　私立保育園

ウ　市立保育園

イ　私立幼稚園

ア　市立幼稚園

159 29.2% 31



（つづき）保護者アンケート【設問毎】

④入園を検討する際に重視したもの（複数選択可） ⑤就学前に利用した特別支援に関する相談や施設（複数選択可）

ア　ことばの教室（五福ことばの教室、碩台ことばの教室）

イ　あゆみの教室（R1～川尻幼稚園に設置）

ウ　児童発達支援事業所（児童発達支援ルーム）

エ　教育相談室（あいぱるくまもと２F）

オ　子ども発達支援センター（ウェルパルくまもと２Ｆ）

カ　児童相談所

キ　療育機関

ク　医療機関

ケ　利用しなかった（次の回答欄に自由記載）

コ　その他（次の回答欄に自由記載）

総計

※複数回答のため構成比の和が100％を超えることがある。

7.9%

11.8%

0.0%

0.0%

5.3%

23.7%

0.0%

51.3%

構成比

0.7%

7.9%

構成比

小学校 就学前

39

人数

04

43

人数

135

185

31

287

239

183

6

9

43.9%

33.6%

24.8%

33.9%

5.7%

52.7%

0

0

4

18

7.2%

13.6%

545

39

74

0.0%

0.0%

76

0

0

7.9%

0.7%

33.6%

43.9%

52.7%

5.7%

33.9%

24.8%

13.6%

7.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

ア ことばの教室

イ あゆみの教室

ウ 児童発達支援事業所

エ 教育相談室

オ 子ども発達支援セ…

カ 児童相談所

キ 療育機関

ク 医療機関

ケ 利用していない

コ その他

■小学校

51.3%

0.0%

23.7%

5.3%

0.0%

0.0%

11.8%

7.9%

0.0%

0.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

ア ことばの教室

イ あゆみの教室

ウ 児童発達支援事業所

エ 教育相談室

オ 子ども発達支援セン…

カ 児童相談所

キ 療育機関

ク 医療機関

ケ 利用していない

コ その他

■就学前

40

ア　特別支援学級がある

イ　特別な支援を要する子どもに手厚く職員が配置

ウ　在籍する園内に特別な支援や指導をする教室等がある

エ　教育（保育）内容がよい

オ　相談体制が充実している

カ　医療・福祉と園がつながっている

キ　進学する小学校と連携している

ク　金銭的負担が少ない

ケ　設備（バリアフリー化やエレベーター等）が整っている

コ　その他（次の回答欄に自由記載）

※複数回答のため構成比の和が100％を超えることがある。

2.6%

35.5%27

2

76

197

9

36.1%

1.7%

総計 545

46 8.4% 6 7.9%

81 14.9% 12 15.8%

21 3.9% 2 2.6%

82 15.0% 11 14.5%

222 40.7% 42 55.3%

45 8.3% 8 10.5%

119 21.8% 13 17.1%

50 9.2% 8 10.5%

小学校 就学前

人数 構成比 人数 構成比

9.2%

21.8%

8.3%

40.7%

15.0%

3.9%

14.9%

8.4%

1.7%

36.1%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0%

ア 特別支援学級がある

イ 手厚い職員配置

ウ 園に指導教室がある

エ 教育保育内容がよい

オ 相談体制が充実

カ 医療・福祉と連携

キ 進学小学校と連携

ク 金銭的負担が少ない

ケ 設備が整っている

コ その他

■小学校

10.5%

17.1%

10.5%

55.3%

14.5%

2.6%

15.8%

7.9%

2.6%

35.5%

0% 20% 40% 60%

ア 特別支援学級がある

イ 手厚い職員配置

ウ 園に指導教室がある

エ 教育保育内容がよい

オ 相談体制が充実

カ 医療・福祉と連携

キ 進学小学校と連携

ク 金銭的負担が少ない

ケ 設備が整っている

コ その他

■就学前



（つづき）保護者アンケート【設問毎】

⑥就学前に在籍していた（いる）園における支援の満足度

ア　とても充実（満足）していた

イ　充実（満足）していた

ウ　どちらとも言えない

エ　充実（満足）していなかった

オ　まったく充実（満足）していなかった

総計

小学校 就学前

26

人数

100.0%

0.0%

5.3%

27.6%

32.9%

34.2%

6.1%

8.8%

31.6%

31.7%

21.8%

構成比

545

33

48

172

構成比

76

0

4

21

25173

119

人数

100.0%

21.8%

31.7%

31.6%

8.8%

6.1%

0% 10% 20% 30% 40%

ア とても満足

イ 満足

ウ どちらとも言えない

エ 満足していない

オ 全く満足していない

■小学校

34.2%

32.9%

27.6%

5.3%

0.0%

0% 10% 20% 30% 40%

ア とても満足

イ 満足

ウ どちらとも言えない

エ 満足していない

オ 全く満足していない

■就学前

⑦特別支援教育の充実を図るために市立幼稚園に求めること

ア　通常クラスでの職員の充実による受入拡充

イ　通級指導教室（ことばの教室やあゆみの教室）の拡充

ウ　園内通級ルーム（仮）を設置

エ　特別支援学級の設置

オ　特別支援学校幼稚部の設置

カ　特にない

キ　その他

総計

25.0%

22.4%

構成比

小学校 就学前

100.0%

1.3%

11.8%

2.6%

14.5%11

17

19

17

人数

545

26

56

23

117

114

69

140

人数

100.0%

4.8%

10.3%

4.2%

21.5%

20.9%

12.7%

25.7%

構成比

76

1

9

2

22.4%

25.7%

12.7%

20.9%

21.5%

4.2%

10.3%

4.8%

0% 10% 20% 30%

ア 通常学級の受入拡充

イ 通級指導教室の拡充

ウ 園内通級の設置

エ 特別支援学級の設置

オ 特別支援学校幼稚部

カ 特にない

キ その他

■小学校

22.4%

25.0%

22.4%

14.5%

2.6%

11.8%

1.3%

0% 10% 20% 30%

ア 通常学級での受入拡充

イ 通級指導教室の拡充

ウ 園内通級の設置

エ 特別支援学級の設置

オ 特別支援学校幼稚部

カ 特にない

キ その他

■就学前

⑧特別支援教育の充実を図るために熊本市に取り組んで欲しいこと

エ　特にない

オ　その他

総計

33

人数

100.0%

5.3%

18.4%

9.2%

23.7%

43.4%

構成比

76

4

14

7

18

274

人数

100.0%

3.7%

6.8%

13.8%

25.5%

50.3%

構成比

545

20

37

75

139

ア　職員の専門性向上（特別支援教育に関する職員研修、ニーズに応じた支援の充実など）

ウ　保護者への情報提供（特別支援教育に関する研修会案内や保護者勉強会設定など）

イ　教育相談体制の充実（保護者に寄り添い話を聞く姿勢、専門機関との連携など）

小学校 就学前

50.3%

25.5%

13.8%

6.8%

3.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

ア 職員の専門性向上

イ 教育相談体制の充実

ウ 保護者への情報提供

エ 特にない

オ その他

■小学校

43.4%

23.7%

9.2%

18.4%

5.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

ア 職員の専門性向上

イ 教育相談体制の充実

ウ 保護者への情報提供

エ 特にない

オ その他

■就学前

41



（つづき）保護者アンケート【設問毎】

⑩給食の必要性について

ア　毎日必要

イ　週３～４日必要

ウ　週１～２日必要

エ　給食は必要ない

総計

78.9%

構成比

13.2%

小学校 就学前

545

11

32

63

439

人数

100.0%

2.0%

5.9%

11.6%

80.6%

構成比

76

3

3

10

60

人数

100.0%

3.9%

3.9%

80.6%

11.6%

5.9%

2.0%

0% 20% 40% 60% 80%

ア 毎日必要

イ 週３～４日必要

ウ 週１～２日必要

エ 給食は必要ない

■小学校

78.9%

13.2%

3.9%

3.9%

0% 20% 40% 60% 80%

ア 毎日必要

イ 週３～４日必要

ウ 週１～２日必要

エ 給食は必要ない

■就学前

⑨就学前の14時以降の保育や預かり保育の必要性について

ウ　その他

総計 545

44

144

357

人数

100.0%

8.1%

26.4%

65.5%

構成比

100.0%

3.9%

30.3%

65.8%

構成比

76

3

23

50

人数

ア　１４時以降の保育や預かり保育を頻繁に利用した

イ　１４時以降の保育や預かり保育をほどんど利用しなかった

小学校 就学前

65.5%

26.4%

8.1%

0% 20% 40% 60%

ア 頻繁に利用した

イ 殆ど利用しなかった

ウ その他

■小学校

65.8%

30.3%

3.9%

0% 20% 40% 60%

ア 頻繁に利用した

イ 殆ど利用しなかった

ウ その他

■就学前

⑪送迎（園バス等）の必要性について

ア　毎日必要

イ　週３～４日必要

ウ　週１～２日必要

エ　送迎は必要ない

総計

小学校 就学前

人数 構成比 人数 構成比

295 54.1% 35 46.1%

16 2.9% 4 5.3%

4 0.7% 1 1.3%

230 42.2% 36 47.4%

545 100.0% 76 100.0%

54.1%

2.9%

0.7%

42.2%

0% 20% 40% 60%

ア 毎日必要

イ 週３～４日必要

ウ 週１～２日必要

エ 送迎は必要ない

■小学校

46.1%

5.3%

1.3%

47.4%

0% 20% 40% 60%

ア 毎日必要

イ 週３～４日必要

ウ 週１～２日必要

エ 送迎は必要ない

■就学前

⑫１４時以降の保育や預かり、給食、送迎のうち、最も必要なもの

ア　１４時以降の保育や預かり

イ　給食

ウ　送迎

エ　必要なものはない

総計

就学前

人数 構成比 人数 構成比

545 100.0% 76 100.0%

321 58.9% 50 65.8%

13 2.4% 1 1.3%

174 31.9% 19 25.0%

37 6.8% 6 7.9%

小学校

58.9%

31.9%

6.8%

2.4%

0% 20% 40% 60%

ア １４時以降の預かり

イ 給食

ウ 送迎

エ 必要なものはない

■小学校

65.8%

25.0%

7.9%

1.3%

0% 20% 40% 60%

ア １４時以降の預かり

イ 給食

ウ 送迎

エ 必要なものはない

■就学前
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前・熊本市立幼稚園基本計画の取組み4
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（１）前熊本市立幼稚園基本計画：平成28年（2016年）3月策定（計画期間Ｈ28～30年度）

基本方針１ 「コア幼稚園」としての機能強化

(1) 幼児期における特別支援教育の推進
市立幼稚園において、特別な教育的支援を要

する子どもが、小学校へ円滑に移行できるよう
な指導を行う通級教室「あゆみの教室」を開設
する。

平成31年（2019年）4月、川尻幼稚園に「あゆみの教室」を
開設した。
・定員:24人
・対象:行動及び情緒等に課題のある5歳児

(2) 幼稚園教諭等の資質向上
市立・私立幼稚園等の合同の情報交換会や研

修会を実施する。

公立幼、小教諭・私立幼・国立幼教諭を対象に、幼児教育専門
研修「幼小合同研修」を開催した。（年2回・5月・8月）

(3) 幼小接続の取り組みの推進
幼児期と児童期の成長をつなぐ幼小接続カリ

キュラムを作成し、その成果を全幼稚園・保育
所等に拡充する。

平成28年度（2016年度）-平成29年度（2017年度）、向山幼
稚園及び向山小学校を「幼・小接続モデル園」に指定した。また、
熊本市版「幼小連携カリキュラム」を作成し、熊本市内の小学
校・幼稚園に配付するとともに、熊本市のホームページに掲載す
るなど、活用を促している。

基本方針２ 市立幼稚園の教育環境の整備

教育上望ましい集団規模の確保が難しい、定
員充足率の低い園を閉園し、「コア幼稚園」と
しての機能強化を図ることができるよう必要に
応じて幼稚園教諭の採用や園舎等の整備を行う。

平成30年（2018年）3月、古町幼稚園及び熊本五福幼稚園の2
園を民間移譲した。

また、閉園の実施により、「コア幼稚園」的機能強化として付
加する「あゆみの教室」に必要となる人員を振り替えた。
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（2）前熊本市立幼稚園基本計画における民間移譲の概要

平成30年（2018年）3月、古町幼稚園及び熊本五福幼稚園（ことばの教室を除く。）を民間移譲した。

ア 引受法人による運営開始日
平成３０年（2018年）４月１日

イ 引受法人

ウ 敷地・建物等の条件
[敷地]有償貸与（ことばの教室棟の敷地を除く。）
[建物・備品等]無償譲渡（ことばの教室棟を除く。）

エ その他
熊本五福幼稚園の敷地内にある「ことばの教室」については、民間移譲後も当面の間は、本市が直営で運
営する。

移譲した園名 引受法人名 移譲後の園の名称 移譲後の形態

古町幼稚園 学校法人 グリーンコープ 古町幼稚園
幼稚園
※平成31年4月から認定こども園へ

熊本五福幼稚園 学校法人 熊本ＹＭＣＡ学園 ＹＭＣＡ熊本五福幼稚園 幼稚園
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（つづき）前熊本市立幼稚園基本計画における民間移譲の概要

オ 民間移譲後の園児数の推移

年　度 定員 ０歳児 １歳児 ２歳児 ３歳児 ４歳児 ５歳児 合計 充足率 預かり 給食 送迎

平成29年度 160 5 7 10 22 13.8% ー ー ー

平成３０年度 45 5 9 6 20 44.4% 〇 〇 ー

平成３１年度（令和元年度） 97 1 12 10 16 15 13 67 69.1% 〇 〇 ー

令和２年度 97 2 11 12 18 17 16 76 78.4% 〇 〇 ー

令和３年度 97 3 6 12 18 20 16 75 77.3% 〇 〇 ー

年　度 定員 ０歳児 １歳児 ２歳児 ３歳児 ４歳児 ５歳児 合計 充足率 預かり 給食 送迎

平成29年度 125 2 10 9 21 16.8% ー ー ー

平成３０年度 60 12 6 11 29 48.3% 〇 週3 〇

平成３１年度（令和元年度） 75 23 16 6 45 60.0% 〇 週3 〇

令和２年度 75 24 22 18 64 85.3% 〇 週3 〇

令和３年度 75 21 21 20 62 82.7% 〇 週3 〇

■グリーンコープ古町幼稚園 各年5月1日現在（単位：人）

※H31～認定こども園へ

■ＹＭＣＡ熊本五福幼稚園 各年5月1日現在（単位：人）

※各年10月1日から満3歳児を受入（10月1日時点の園児数　Ｈ30…40名、Ｈ31（Ｒ1）…55名。Ｒ2…72名）
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役割分担と連携5
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（1）幼児教育施設・児童発達支援事業所との役割分担【現状】

通級指導（ことばの教室・あゆみの教室）では、障害の診断の有無に関わらず、支援が必要な子どもを受
け入れている。

現状 
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（つづき）幼児教育施設・児童発達支援事業所との役割分担【今後】

通級指導（ことばの教室・あゆみの教室）の拠点拡充を行い、障害の診断の有無に関わらず支援が必要な
子どもの受入の拡充を検討する。
◆「保育を必要とする事由」に該当しない（又は保育園入園基準に満たない）障害や発達に課題のある子
どもの集団生活の場としての役割を担うために特別支援学級の設置を検討する。

今後 
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（2）教育と福祉との連携のあり方

現状 今後の連携（案）

(1)入園審査に関する連携
（子ども発達支援センター）

幼稚園の入園に関しては園長判断に
よる。なお、「あゆみの教室」及び
「ことばの教室」の入級に関しては、
園長判断による入級の可否を就学支
援委員会に報告している。

入園の判断について子ども発達支援センターに助
言をもらいながら決定していくとともに、入園指
導審査会議（仮）を新設し、審査会議メンバーと
して助言をいただく。

(2)保護者への情報提供
（各区保健子ども課・子ども
発達支援センター）

３歳半健診等で、要フォローとなっ
た子どもを対象に、個別面談を行う
中で、必要に応じて「あゆみの教
室」「ことばの教室」の案内をして
いる。

１歳半健診及び３歳半健診時にパンフレットを配
付するとともに、保護者から子どもの発達に不安
があるなどの相談があった場合にも、市立幼稚園
の通級及び特別支援学級について情報提供を行う。

(3)児童発達支援事業者等との
連携
（障がい保健福祉課）

母子との関わりが難しいケースで、
児童発達支援事業者に情報を求めた
りしたことはあるものの、現状では
ほとんど連携体制は整っていない。

保護者の了解を得た上で、双方の指導計画を児童
発達支援事業者等と共有し、集団生活の場として
の幼稚園と、療育等を行う場としての児童発達支
援事業者等とが子どもの成長の方向性を双方に理
解しながら支援を行うとともに、両者で共有すべ
き情報や、日々の引継ぎの方法、緊急時の対応、
個人情報の取扱いなどについて整理する。

(4)在籍園等との連携
（保育幼稚園課）

「あゆみの教室」及び「ことばの教
室」を利用する園児については、指
導員が概ね年２回程度、在籍園を訪
問し、集団生活の中でできる支援な
どについて助言を行っている。

左記に加え、保護者の了解を得て、個別の指導計
画を籍園等と共有し、園生活や入学等に関する具
体的な支援について助言を行う。
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（つづき）教育と福祉との連携のあり方
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幼小連携の推進6



第1章 総説
第3節 教育課程の役割と編成等
5 小学校教育との接続に当たって

の留意事項

(１)小学校以降の生活や学習の基盤の育成
幼児期にふさわしい生活を通して、創造的な

思考や生活態度の基礎を培う

（２）小学校教育との接続
幼稚園教育において育まれた資質・能力を踏ま

え、小学校教育が円滑に行われるよう、小学校の
教師との意見交換や合同の研究の機会などを設け、
「幼児期の終わりまでに育ってほしい姿を共有す
るなど連携を図ること

幼稚園教育要領
（平成29年告示）

小学校学習要領総則
（平成29年告示）

第3章 教育課程の編成及び実施
第2節 教育課程の編成
4 学校段階等間の接続

〇幼稚園教育要領等に基づく幼児期の教育を通し
て育まれた資質・能力を踏まえて教育活動を実
施し、児童が主体的に自己を発揮しながら学び
に向かうことが可能となるようにすること。

〇小学校入学当初においては、幼児期において自
発的な活動としての遊びを通して育まれてきた
ことが、各教科等における学習に円滑に接続さ
れるよう生活科を中心に、合科的・関連的な指
導や弾力的な時間割の設定など、指導の工夫や
指導計画の作成を行うこと。

（１）文部科学省の動き
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（令和元年度 文部科学省担当者会議資料）

（つづき）文部科学省の動き―幼稚園教育の基本
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（つづき）文部科学省の動き―幼稚園教育の基本

（令和元年度 文部科学省担当者会議資料）
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幼小接続カリキュラムの推進と実践活用

①幼小接続カリキュラムの作成

Ｈ29年3月熊本市版の作成と配布、ホームページ公開と活用促進

②幼小接続モデル園の指定と実践的研究の発表

・Ｈ28年向山幼稚園・向山小学校・江南中学校

3校での幼小中連携のモデル校発表として実践を発表

・Ｈ29年碩台幼稚園・碩台小学校発表

③幼小中連携の日研修会の実施（6月・10月・1月）

・中学校区内の市立幼小中教諭及び私立幼稚園、保育所、認定こども園教諭の参加による

意見交換及び情報共有

・共通するテーマ別協議

・授業参観、保育参観による教育内容の理解

（２）本市幼小連携推進（現状）
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①熊本市版幼小接続カリキュラム（熊本市教育委員会平成28年3月）

（つづき）本市幼小連携推進（現状）
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平成28年度 向山幼・向山小・江南中学校が、幼小中9年間の連携を見通した教育課程の実施・検証を行い、
公開保育や公開授業を実施し、その成果を他校、他園等へ発表した。その後も毎年、改善を行っている。

（つづき）本市幼小連携推進（現状）

②幼小中連携モデル園・校の指定と実践発表
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（つづき）幼小連携推進（現状）

〇成果
・これまでの継続により、42中学校区の連携カリキュラム作成が進み、連

携への意識が高まっている。

・中学校区内の公私の幼児教育施設に開催案内がされ、互いに会場になる
ことから、幼児期から子どもたちを取り巻く環境の違い、育ちの違い、
授業や保育の在り方を考える機会になり、教師の指導力の向上につな
がっている。

③幼小中連携の日研修会

〇目的
同一校区内の幼稚園等・小学校・中学校がそれぞれの教育活動や子どもたちの実情について理解を深める
ことで、「目指す子ども像」を共有するとともに、各学校等の段階に応じた役割を明確にして、子ども
の学びや育ちの連続性を重視した教師の指導力を高める機会とする。

〇実施日－各学期に一回、合計3回実施

小中連携カリキュラム 10校区 保小中連携カリキュラム 3校区
幼小中連携カリキュラム 5校区 幼保小中連携カリキュラム11校区
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幼児・児童の交流活動

①園児と小学生
学校探検 栽培活動 行事活動交流（音楽会）
合同遠足
遊びの交流（昼休み 砂場遊び 鬼ごっこ等）

②親子給食試食会

③園児と中学生
ナイストライによる保育体験 絵本読み聞かせ
遊びの会（外遊び 折り紙遊び 制作遊び）

（つづき）幼小連携推進（現状）

〇成果
・子どもたち同士では、異年齢での触れ合いを通して、思いやりや憧れの

気持ちが生まれてきた。
・教師については、年上の子どもへの甘え、年下へのやさしさやいたわり、

面倒見の良さなど、異年齢ならではの姿が見られ、子ども理解につながった。
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（３）小学校への指導要録の受け渡しに関するアンケート【概要】

【アンケート依頼先】

【実施期間】
令和３年（2021年）４月１５日～26日

【アンケート概要】

・入学した児童の指導要録等の提出について

・提出された指導要録等の作成方法について

・提出された指導要録等のうち手書きのものに

ついて

・指導要録等の提出方法について

・指導要録等の電子媒体での提出について

対象 対象者数 回答数 回答率

市立小学校 ９２校 ９２校 １００％

幼児教育施設（幼稚園・保育所・認定こども園等）から小学校へ入学する際に、指導要録
（保育要録）の写し又は抄本がどのようにして提出されているかを把握するためにアンケート
調査を実施。



（つづき）小学校アンケート【集計】

④指導要録等の提出方法について（複数回答）③提出された指導要録等のうち、手書きでの提出について

②提出された指導要録等の作成方法について（複数回答）①入学した児童の指導要録の写し又は抄本の提出があったか

13%

69%

15%

3%

入学児童の指導要録等の提出

全員

８０％程度

半分程度

半分以下 94%

4%

2% 0%

指導要録等の作成方法

パソコン等・手書き

パソコン等

手書き

その他

2%

28%

44%

26%

提出された指導要録等のうち手書きで

提出されたもの

すべて

約８０％

約半分程度

半分以下

78%

18%

4%

指導要録等の提出方法

郵送・持参

郵送

持参

※USB等の電子媒体での提出は１件もなかった 62
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（４）移行支援シート【現状】

校種 Ｒ２年度 Ｒ６年度目標

園→小学校 68.4％ 80.0％

小学校→中学校 63.3％ 100.0％

支援を必要とする幼児児童生徒についての「移行支援シート」等を活用した引継率
（「移行支援シート」等を活用して引継ぎを行った幼児児童生徒 /「個別の指導計画」「個別の教育支援計画」を作成している幼児児童生徒数）
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幼稚園教諭等の資質向上7



（1）幼稚園教諭等を対象とした研修実績

期 日 研修概要
全体参加
者数（人）

うち私立幼
稚園・私立
保育園等か
らの参加者
数（人）

Ｈ28

７/２７
（水）

Off－JT職能研修「幼児教育研
修」講座
「『幼→小、小→幼』で学ぶ幼
小連携の在り方」 ←幼小合同

講話
「幼稚園から小学校へ～その育ちをつなぐ～」
講師 平成音楽大学 教授 亀井 裕子 69 9

１０/１２
（水）

Off－JT職能研修「幼児教育研
修」講座
「幼児教育専門研修『幼児教育
と情報モラル』」

講話・演習
「幼児教育と情報モラル」
講師 ＮＰＯ法人子どもとメディア専務理事

古野 陽一

55 15

Ｈ29

５/１７
（水）

Off－JT職能研修 幼児教育研
修「幼児教育専門研修」講座

講話・演習
「発達障がいのある子どもへの幼児教育における支
援の在り方」
講師 鹿児島大学教育学部 教授 肥後 祥治

63 17

８/８
（火）

Off‐JT職能研修 幼児教育研修
「幼小合同研修」講座

講話・演習
「幼児教育と学校教育のスムーズな接続」
講師 熊本市立向山小学校 教頭 山本 ちはる

66 16

Ｈ30

５/２９
（火）

Off－JT職能研修 幼児教育研
修「幼児教育専門研修」講座

講話・演習
「発達障がいのある子どもへの幼児教育における支
援の在り方」
講師 九州ルーテル学院大学 心理臨床学科長

河田 将一

74 39

８/２２
（水）

Off‐JT職能研修 幼児教育研修
「幼小合同研修」講座

講話・演習
「幼児教育と学校教育のスムーズな接続」
講師 熊本市立楠幼稚園 園長 宮村 まり

88 38
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（つづき）幼稚園教諭等を対象とした研修実績

期 日 研修概要
全体参加
者数（人）

うち私立幼
稚園・私立
保育園等か
らの参加者
数（人）

Ｒ1

５/３０
（木）

Off－JT職能研修 幼児教育研
修「幼児教育専門研修」講座

講話・演習
「そもそも教育は何のため？」から考える、幼児教
育のあり方
講師 熊本大学教育学部准教授 苫野 一徳

67 32

７/２５
（水）

Off‐JT職能研修 幼児教育研修
「幼小合同研修」講座

実践発表
「幼児教育と学校教育のスムーズな接続
（一新幼稚園：松井仁美 主任、碩台小学校 井上
清佳 教諭）
班別協議及び演習
熊大附属幼稚園副園長 松岡美幸

88 39

Ｒ2

６/１８
（木）

Off‐JT職能研修 幼児教育研修
「幼小合同研修」講座

講話・演習
「幼児教育と学校教育のスムーズな接続」
講師 熊本大学教育学部准教授 苫野 一徳

未実施 未実施

７/２８
（木）

Off－JT職能研修 幼児教育研
修「幼児教育専門研修」講座

講話・演習
特別支援教育「ゴールを何にするか」

講師 はっとりクリニック 副院長 有薗 祐子
未実施 未実施

Ｒ3

８/２０
（金）
予定

Off‐JT職能研修 幼児教育研修
「幼小合同研修」講座

実践報告・情報交換
「幼児教育と学校教育のスムーズな接続」
※市幼稚園研究会と連携して実施予定

予定 予定
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他都市の事例8



特別支援教室構想は、小・中学校において、LD、ADHD、高機能自閉症等を含めた障害のある児童生

徒が、原則として通常の学級に在籍し、教員の適切な配慮、ティーム・ティーチング、個別指導や学習内

容の習熟に応じた指導等の工夫により通常の学級において指導を行いつつ、必要な時間に特別の場で障害

に応じた教科指導や、障害に起因する困難の改善・克服のための指導を行う形態であり、平成15年3月の

特別支援教育の在り方に関する調査研究協力者会議報告「今後の特別支援教育の在り方について（最終報

告）」の提言を受け、平成17年12月の中央教育審議会答申（特別支援教育を推進するための制度の在り方

について）において構想として示されたもの。

（１）「特別支援教室構想」

70

令和元年９ 月 ２５日 新しい時代の特別支援教育の 在り方に関する有識者会議において「特別支援教室構
想」が取り上げられた。

パターン例 指導形態例

特別支援教室Ⅰ ほとんどの時間を特別支援教室で特別の指導を受ける形態

特別支援教室Ⅱ
比較的多くの時間を通常の学級で指導を受けつつ、障害の状態に応じ、
相当程度の時間を特別支援教室で特別の指導を受ける形態

特別支援教室Ⅲ 一部の時間のみ特別支援教室で特別の指導を受ける形態。



（２）東京都の例
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考えられる効果

（１）発達障害等のある児童・生徒への適切な指導の実施

（２）児童・生徒や保護者の負担等の軽減

（３）通常の学級における特別支援教育の推進

（４）児童・生徒への早期からの支援

（５） 全ての教職員、他の児童・生徒や保護者の発達障害教育への理解の促進

通級指導学級（本市の通級に該当）は、地域の拠点校にのみ設置されたのに対し、特別支援教室は各学校に
設置される。通級指導学級では、定期的に拠点校に出向く必要があったのに対し、特別支援教室では子どもた
ちが普段通っている学校で自立活動による指導を受けられる（東京都内公立小中学校に設置）。


